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別紙１
ＪＧＮ２ｐｌｕｓ－ＰＮＷ　(Partnership Network)　に関する覚書（例）
　独立行政法人情報通信研究機構（以下、「甲」という。）と、＊（相手機関名を記載）（以下、「乙」という。）は、次の条項によって覚書を締結するものとする。

（目的）

第１条　甲及び乙は、甲が運用するＪＧＮ２ｐｌｕｓ（運用期間は平成２０年４月から平成２３年３月まで）と乙が所有するネットワークを相互に接続することにより、このネットワークをＪＧＮ２ｐｌｕｓ－Partnership Network（以下、「ＰＮＷ」という。）とし、ＪＧＮ２ｐｌｕｓとＰＮＷの運用の相互協力を図るものとする。

２　乙は、ＰＮＷを通して乙以外の者（以下、「ＰＮＷ利用者」という。）に対してＪＧＮ２ｐｌｕｓへの接続環境を提供し、甲及び乙はＪＧＮ２ｐｌｕｓとＰＮＷ双方の一層の有効利用を図るものとする。

（ネットワーク名称、運用地域）
第２条　本ＰＮＷに関わるネットワーク名称および運用地域は、次のとおりとする。
（１）ネットワーク名称

＊（乙がＰＮＷとして運用するネットワーク名称）

（２）運用地域

＊（ＰＮＷの運用を実施する地域もしくは範囲（ｘｘ県全域、など））

（期間）
第３条　本覚書の履行期間は、平成２０年４月１日（もしくは平成２０年４月１日以降の締結日）から、その日の属する年度の末日（３月３１日）までの予定とするが、終了日は甲乙の協議により決定する。
２　乙は本覚書の履行開始後すみやかにＰＮＷの運用を行うものとする。

３　この期間満了の１ヶ月前までに甲、乙のいずれか一方から書面による意思表示をしないと

きは、１年間の更新をしたものとし、以後この例によるものとする。ただし、平成２３年３月３１日を更新の限度とする。

（設備の負担）
第４条　乙は原則としてＡＰとの接続及びＰＮＷの設備・運用に係る費用を負担するものとする。
（運用の規定）

第５条　乙がＰＮＷを運用するに当たっては、別に定めるＪＧＮ２ｐｌｕｓ－ＰＮＷの手引きに従い甲乙が運用内容を協議して決定する。
（損害賠償）
第６条　甲又は乙は、ＰＮＷの運用に当たり、故意又は重大な過失により乙又は甲に対し損害を与えた場合には、乙又は甲に対し損害賠償の責めを負うものとする。

（運用規約の遵守）
第7条 甲及び乙は、双方の運用規約を尊重・遵守するものとし、相互の運用に支障を与えな

い範囲で最善を尽くすものとする。

（運用に関する相互協力）

第8条 甲及び乙は、ＪＧＮ２ｐｌｕｓとＰＮＷの円滑な運用に際し、情報の提供等必要な協

力を相互に行うものとする。

（守秘義務）

第9条 甲及び乙は、本覚書期間中において知り得た乙又は甲の業務上の秘密について、これ

　を第三者に漏らしたり、他の目的に利用してはならないものとする。

（覚書の解除）
第１０条　甲又は乙は、乙又は甲が正当な理由なしに本覚書に定める条項を履行しない場合、　　　　　　　　　又はそれぞれ本覚書解除の必要が生じた場合は、乙又は甲に書面で通知することにより本覚書を解除することができるものとする。

２  天災その他不可抗力の原因により履行が不可能になった場合は、甲乙協議して本覚書を解除することができるものとする。

３　甲は、乙が次に掲げる各項の行為を行った場合には、甲から乙へ書面で通知することにより本覚書を解除することができるものとする。なお、甲は乙に対し、解除することにより乙に生ずる損害を賠償しないものとする。

（１） 甲への申請なくＪＧＮ２ｐｌｕｓを利用する行為

（２） ＰＮＷの運用により直接に営利を図る行為

（３） ＪＧＮ２ｐｌｕｓの運用を妨害する行為

（４） 法令や公序良俗に反する行為

（５） その他、甲が不適当と認める行為

（ＰＮＷ利用者の利用停止）

第１１条　甲又は乙は、ＰＮＷ利用者が甲又は乙の運用規約に違反した行為を行った場合には、乙又は甲に対し当該ＰＮＷ利用者の利用停止を要求することができる。

（協議）
第１２条　本覚書の履行に関して生じた疑義又は本覚書に定めのない事項については、甲乙の協議により解決し、運用などの見直しを図るものとする。

本覚書の締結を証するため、本覚書２通を作成し、甲及び乙がそれぞれ１通を保有するものとする。
　平成　　年　　月　　日
甲　東京都小金井市貫井北町４－２－１

独立行政法人情報通信研究機構
理　　事　　　　　加藤　邦紘　　　印

乙　住所
　　機関名
　　締結担当者　　　　　　　  　　　　印
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